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1 序
建築資産は、都市を構成する物的要素として、もっとも基本的念もので
あれその経済的価値も大きく、その形成には巨額の投資が主？と念われね
ば念ら念い。都市の建築資産の構成、分布あるいは形成過程の実態を分析
するととは、都市研究の一分野としても重要念位置を占めていると考えら
れる。住宅・公共建築物・その他の産業用建築物衣どは、都市l'(j:,~ ける人
聞の社会経済的行動、諸産業の経済活動念どのいわば容器であり、都市現
象全体のひとつの物理的念あらわれである。人聞の住生活や企業の営業活
動はつねに建寝物という場を必要とするのであるから、人口や諸産業の分
布とその動向も、建築資産の分布、密度とその変化を抜きにして考えるこ
とはでき念い。
本稿では、都市になける建築資産の構成と形成にかんする研究として、
とく K東京都23区の建築資産量をその用途別延床面積でとらえ、その容
積率と増加率の関係、住宅と非住宅とのパランス念どKついて考察し、並
行的に試みた作業の結果の一部を参考資料として付し、都市VL:!:i-ける建築
資産についての介析への一助としたい。
2 容積率と容積増加率との関係について
建築延面積を土地面積で割り算するととによって求められる建築容積率
が高い地区ほど、空地や増築の余地カ0>左〈念っていると考えられるので、
都市の内部では、容積率の高さは容積の増加に対して一種の摩擦係数κ走
るのでは念いかと想像される。しかし、建築物の種類や用途を考える念ら
ば、ものKよっては容積率が高い地区ほど増加率が高〈なる場合もあるだ
ろう。
一般K、住宅や産業の立地を考えるとき、立地を決定する要因として、
都心からの距離、指通費、地価、公共施設、環境左ど複数の条件を挙げる
のが通例であり、事実、立地を選定する個人ないし企業は、念んらかの形
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でとれら諸要因の総合的評価をたとなっていると考えてよいであろう。と
とろが、や』見方を変えて、都市の中で住宅、人口、産業念どがどのよう
に分布するかというととを考える場合には、密度と密度増加率との対比が
比較的簡便念る方法としてとの問題の分析に役立ちうるように思われる。
都心からの距離、地価、環境などの諸条件は、その地区の建築密度、人
口密度などに集約されていると考え、また密度増加率は密度同志の除算K
よりとれら諸要因のクロスセクション的影響が除去され、時系列的変化の
みが抽出されていると考えるととKより、計量しKくいものを計量しやす
い数値vc:t-きかえるととができる。未だ仮説的念考え方ではあるが、次項
の分析にbいても若干の結果を得るととができたように思われる。しかし、
分析方法としても未だ模索的かつ初歩的段階にとどをつてなれその体系
化、数学的精般化へ進むまでKは至っていない。
3 容積率と用途別床面積増加率
図I-1は、東京都23区の昭和 33年1月1日の建築容積率（課税対
象建築延床面積／課税対象土地薗積）を横軸にとり、昭和33年以降昭和
4 3年Kいえる延床面積増加率の年率百分比を縦軸Kとって相関図を画い
たものである。また図 I-2以下図 I-1 oまでは、それぞれの建物種別
の増加率を同様の相関図としたものである。
図 1-1vci>~いては、 2 3区は全体的にはほY④線上に分布していると
見るととができ、右端の千代田、中央と左端の練馬区等が高〈中だるみの
傾向がみとめられるoまたさらに詳し〈観察すると、⑮線上Kは外周の住
宅地区が分布し、 C瀬上には千代田、港、新宿、渋谷の都心、副都心区が
並んでいる。港区を筆頭として、新宿、渋谷区などが千代田区の方K向っ
て引き寄せられているかのように④線から零時在しているのがみとめられる
ので、。線を意味のあるものとするととが許されるであろう0 tA:線上の中
央、台東、墨田とほY並行して、都心、副都心区が分布し、はるかK高い
-6-
（約3%）増加率を示している。C潮bよひ岳瀬の右半にかいて、増加率
と容積率とは正の相関を示し、信瀬あるいは信瀬の左半では逆相関を示し
ている。また見方を変えて、⑪線、＠糖、電灘、毎輝の四つの群にまとめ、
とれらが都心からの距離別KほY困層のゾーンKあるととを注目するをら
ば、各層の内部ではつねに逆相関を示しているとするととができる。都心
K近づ〈ほど増加率は高〈、都以もの距離が同じゾーンに属ナる場合に
は容積率が高いほど増加率は低〈念ると整理するととができる。
図I-2の住宅（専用一般住宅＋共同住宅）の増加率と図 I-3の併用
住宅の増加率は共K明瞭念逆相関を示し、図I-1の全建築の場合のよう
念複雑念構造は見られ念い。比較的単純な逆相閣を示ナととは、住宅$~よ
び併用住宅が容積率の低い地区K受動的κ立地するととを示していると考
えられよう。住宅と併用住宅の増加率は、練馬区と台東区でほぼ一致して
いるが、その中聞の区では併用住宅が約2倍の増加率を示しているのが注
目される。
練馬区の住宅の増加率が高いのは、 ζの区の特色であるというよりは、
2 3区以外の郊外の住宅の急増が氷山の一角のよう陀あらわれていると見
るべきであれ 23区だけの分析では不充分であるととを示唆していると
考えるべきだろう。
図I-4の非住宅増加率の図には、信ゅよびC湖上の順相調を示す2グ
ル｝プと、信湖上の逆相関を示ナグループとを見るととができょう。すで
に観察した図 I-1は、図 I-2 $＂＞よび図 I-3の逆相関だけの住宅、併
用住宅の特徴と、正負両機の相闘を示す図I-4の非住宅の特徴とが複合・
したものとして理解するととができる。
図I-sから図 I-1 oまで各国Kついて注目すべき事項を列記する念
らば、ほほ下記のとbりである。
図I-s 共同住宅
金体に増加率の水準が高〈、年率10%を下るものは数少ない。港、
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北、江東3区が吾瀬よりはるかK高い水準K位置している。練馬区か
ら目黒区K至る⑮線上の住宅特化の強い区の逆相関が強〈、その傾斜
が急である。
図 I-6 商店・ホテル等
C瀬、⑮線上の外周区K正の相聞がみとめられる。その他の区は千
代田区を除けば、信湖上に分布する区と電線上K分布する区K性格の
差がみとめられ、全体としては弱い負の相関を示している。
図 I-1 銀行
増加率の大小K大きな巾があり、0線上の2%前後の区から、 20 
%をとえる葛飾区まで多様な分布を示している。 23区全体がほぼ④
線の下部にあり、逆相闘を示している。全体として、データの精度の
信頼度が低いように恩われる。
図I-s 事務所
事務所の多い主要念区は、④締念よぴ岳瀬上Kあり、各々、逆相関
を示している。事務所の少念い区は④・⑮両線より下部K位置してh
る。
図I-9 工場
中央区を除き、全体vc~瀬上K分布し、明瞭~逆相関を示している。
特K工業の多い区は笹湖上に分布し、その傾斜は急である。また全体
K増加率の水準が低〈、両端の中央区と練馬区のみが年率5%を超え
ている。
図I-1 o 倉庫
全体としての相関は不明瞭であるが増加率の高い信濃上のグループ
と、増加率の低い佐瀬上のグループへの分化が見られる。分布の形と
しては、図 I-4の非住宅K似た複雑念形をとり、単純ま逆相関では
ないが、千代田区の位置と中央、台東の位置が非住宅金体とは逆K念
ってbり、非住宅の分布が倉庫によって支配されているのでは念いと
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とが明らかである。
図 I-6から図 I-1 o 1までのいずれの非住宅建築にも、図 I-4の非
住宅の分布に直接の影響を与えたと思われるよう念正の相関を示すものが
無い。非住宅金体としては正の相関を示すのに、その内訳を調べてみると
そのいずれもが負の相関を示しているのが興味深い。各区の非住宅建築の
床面積構成比K差があるためだが、 ζの点を更l'C＜わし〈考察するには、
各々の寄与率の検討をなと念わねば念らない。
4 用途別建築床面積構戚の概要
都市の内部の建築資産の混在は決してランダムなものでは念〈、一定の
標準的なパターンをとっているように思われる。ととではその詳細を論述
するだけの余裕は左いので、次項以降の分析の別段階として必要なかぎり
に沿いて、資産構1,X;バタ｝ンの概要について述べてbきたい。
図n-1は東京の 23区内の課税対象と念る建築の床面積の構成を、専
用住宅、併用住宅、非住宅の三者別K三角グラフ上にあらわし、昭和33 
年から昭和42年交での動向の概略を観察したものである。 23区が三角
グラフ上の全領域K分散するのでは念〈、ど〈限られた領域の中に集まっ
ているのがわかる。 23区程度の大きさの地区単位で考える念らば、建築
資産構成も図のよう念限られたバターンしかとら左いというととができる
であろう。
併用住宅が異常に多い台東、墨田、荒川の 3区を除けば、他の 20区は
併用住宅率が10～2 0%の横方向の帯の中になさまっていると言えよう。
また非住宅率が10%を割るものがいくつかあるほかは、三者とも 10% 
を大き〈割る ζとは念い。併用住宅の多い3区は別として、他の20区の
性格は主として専用住宅と非住宅の割合で決定しているというととができ
ょう。台東、墨田、荒川などの併用住宅は、立地的Kもある程度の自立性
をもった商住、工住併用住宅であるが、あるいは大企業の下請けをする零
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細企業で、立地がきわめて限定されているものなどをその内容とするので
あろう。いっぽうその他の区の併用住宅は、住宅あるいは非住宅建築の発
展とともK付随的K立地する住商、あるいは住サーヒヌ併用のものをその主
左内容とするのでは念いかと思われる。
3 3年から 42年にかけての動耐をみても、併用住宅率は比較的安定し
てかれ他二者の補完関係にのみ異動がみられる。右端の専用住宅特化の
号室い区はあまり変化せず、都心2区の非住宅特化への動きが顕著である。
両者の中聞の副都心念いし準都心区（！（~いては全体に左方への動きが見ら
れ、との地区の非住宅率の増加傾向を示している。
5 高密度化の中での専用住宅と非住宅建築の均衡
図n-2は併用住宅を考慮からはずし、専用住宅と非住宅の容積率のパ
ランスを 23区別(1(2時点比較したものである。縦軸に専用住宅の容積率
（課税対象土地総地積千m＇当りの専用住宅床面積 m＇）をとり、横軸 K非住
宅の容積率（専用住容積率と同じ〈、総地積千d当り床面積）をとって、
2 3区のプロットし、 33年から 42年への動きを直線で結んだものであ
る。縦横両軸の白盛りを等し〈とっているので、右下がりの 45° 線上K
並ぶ区があれば、とれらは両者の容積率の合計が等しいととを意味してい
る。原点に近いほど容積率が小さし原点から離れるほど容積率が大き〈
念るととは言うまでも左い。
図n-2 Kよれば、 23区の専用住宅bよび非住宅鎗築の容積率の動向
Vては、下記の四つのグループが識別できる。
第1グループーー佐瀬上K分布する練馬、世田谷、杉並、中野、目黒の5
区で、専用住宅率が高くその密度増加の傾向も、原点を通
る佐瀬K沿って上昇している。
第2グループー⑮線上K分布する足立、江戸川、葛飾、板橋、大田、北
の6区は、周辺的性格と住工混合の性格をもち、とれらの
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動向も同じ〈原点を通る笹鴻K沿って移動している。
第3グループー縦横両軸の座標35 o ( m'/ 1, o o o ni ）の2点を結ん
だ線K沿って分布する豊島、文京、渋谷、新宿、品川、荒
川などの準都心ないし副都心区は容積率0.3 5 （昭和33 
年時点で）の壁にぶつかっているように見え、 33年から
4 2年への動きをみると、その直線の方向が原点在？通る直
線よりやや右へ流れる傾向があるのがみとめられる。
第4グループ一一昭和33年時点で、 35 0の壁をとえている港、台東、
千代田、中央念どの都心区では、その右へ流れる傾向は第
3グJレ｝プよりはるかに顕著であり、と＜ (IC千代田、中央
の2区の非住宅容積率の増加が著しい。
第1グループと第2グループは共K周辺的性格をもち、その容積率は第
3グループの仲間入りをするまでには高まってい念い。とれらの地域では
専用住宅と非住宅とがそれぞれひとつの比率で補完しあい、その比率が変
るととな〈発展している地域である。容糊句念余裕があるので、高密化へ
の動きに大き念変化をせまるほどの障害が生じてい左い地区であると考え
られよう。第1グループと第2グル｝プの最大の差異は、後者がかなりの
準工地域を含むζとである。
第3グループは、かつては第1グループあるいは第2グループのよう念
発展をしてきたものが、一様tとひとつの墜にぶつかって容積の伸び念ゃみ
が始まっている地区であると考えられよう。第 l，第2グループほど容積
的余裕も無〈左れ専用住宅の容積が、非住宅の容積ほどには伸びられ左
〈念っているo第4グループでは非住宅の伸びがきわめて急激であれそ
れに応じて専用住宅の増加が辛子さえられている。ただζ とで注目されるの
は、非住宅の容積率増加がきわめて大きい千代田、中央(!Ci;-いてさえ、専
用住宅の容積率が低下していないととである。昭和33年から昭和42年
までの 9年間で比較しているためもあるが、言わば、容積率変動の下方夜
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直性とでも言うべき現象である。非住宅が専用住宅を駆逐するといっても
その量はか念らずしも大き〈は念〈、いっぽう専用住宅もある程度の増加
があるので、左か念か減少するまでKは至ら念いのであろう。
6 高密化の壁とその移動
図1-2をやや別念観点から考察するためK、昭和33年と昭和42年
の23区の分布を別々Kプロットし、若干の補助線を加えたものが閲lI-
3である。縦横両軸の目盛りも図 n-2とまったく同じである。
図ll-3の左側の昭和33年の分布をみると、千代田、中央、港、台東
の4区をのぞき、他。 19区は恒瀬の下K分布し、と＜ ic:容積率合計が
3 5 O ( m~／ 1, 0 O Om＇）の線の上に分布しているものが多い 0 ＜£鴻をひ
とつの壁でるると考える念らば、都心4区のみがこの壁を突破し、他はと
の壁の中になさまっていると考えられる。＠線は右下がりの 45C糠として
考えられているので、専用住宅が1単位面積減れば非住宅が1単位面積ふ
えるという意味で、ひとつの限界線を形成していると考えられる。ととろ
が、都心4区をも含めて23区の分布を観察すると、限界線⑥を考えると
とができる。その勾配は45°線よりはるかK緩〈、壁としての意味も異な
っていると考えられる。専用住宅1単位に対して非住宅7単位前後の代替
関係をもった壁であると言える。都心4区での非住宅は、その他の地区の
よう念形態をとらず、高層化や高建蔽率念どKよってはるかに高い容積率
を示すのに対し、専用住宅は第3グループの区とほぼ同じ形態で建てられ
ているために、両者の代替は 1対1とは念ら念いのだと考えられる。
図3の右側の昭和42年Kついてもほぼ同様のととが言えるであろう。
ただ＠、＠、⑥’⑬後どの限界線はあくまで一時点での横断面的左壁であ
って、時条列的Kは必ずしも固定的なものでは念い。昭和33年から昭和
4 2年にかけて、⑪士制亡、＠は⑬k移動しているが、との壁の移動の背
後Kは、地価の上昇、所得水準の上昇、 1人当り居住床面積の増加、 1人
-1 2 -
当り業務用床面積の増加方：ど様身念動態的要因が働いていると考えられる。
7 容積率増加と都市形態
以上のよう念容積率増加の背後にある現実の建築形態念いし都市形態の
変ぼうKついて、推測をもまじえ、ど〈簡単K考察し、本稿の一応の結びと
したい。
第1、第2グループーー農地あるいは山林、空地1.cどを多〈含む地区
に、住宅や非住宅建築が増加していき次第K地区全体が
市街化していく騨皆で、単純念図式としては次の三つの
形穣を考えるととができる。
( l ）一定の比率で混在する高住工混合地区が、外延的ある
いはスプ，ロー ル的K発展してい〈。
(2）地区内の住居地区と準工地区など用途地域制の異なっ
た地区で、ほほ並行的にそれぞれ独自のパターンで発展
していく。
( 3）既存の専用住宅や非住宅が「類は友を呼んで」またと
きには核分裂的に増加して、確率現象的様相を示す。
各区の実惑はとれらが入り混ざったものであると考え
られる。
第3グループ一一市街化はすでK完了し、各時点での低層の建築形態
での密度の壁にぶつかり、専用住宅も非住宅もとれらU.
発展しl'C< ＜なっている地区。副都心念どでは点的念非
住宅化、高層化念どが遂行しているが、未だ区全体の動
きを支配するほど面的左ものとは在ってい念い。とれら
の地区の容積増加は、増改築、建て替え念どによってb
と念われ、その速度は濃い。と＜ l'C住宅は伸びが幸子さえ
られる傾向を見せ、非住宅の伸びκ追いっけなlnoとの
1ー3 -
グループ内の容積率構成Kは急激左変化はなく、そのほ
とんどは確率現象的左自己増殖過程になぞらえて考える
ととができょう。ど〈一部の地区K専用住宅念いし併用
住宅の非住宅Kよる駆逐がみられるであろう。
第4グル｝プ一一一部の専用住宅地区はすでに成長を中止し、増改築
Kよるど〈わずかの容積婚加があるだけで、他の非住宅
地区左いし併用住宅地区は急速に高層化が進行し、その
動きは面的なものと左って、各区の動向を支配している。
用途地域制では商業地区が多〈、建蔽率を上げるととも
他の地区よりやりやすい。低層の発展し左い住宅地区と、
高層の激変しつつある商業地区との混在としてとれらの
地区を把えるととができょう。千代田、中央は後者の比
率が高〈、台東は併用住宅率が高いのが特色である。
8 資料について
本稿で利用した資料はほとんどすべて、固定資産税鶏係の資料であるが、
折値Kよるては原資料にまでさかのぼらず、二次資料を利用したものもあ
る。いろいろな意味で数値の細部Kは疑問点が多いので、分析結果の考察
Kは達観を必要とする。
利用した主左二次資料は次の二点である。
l. 首都圏整備委員会事務局、 「東京都23区用途別（中分類）区別年
度別建物延床面積」昭和44年9月
2. 東京都首都整備局計画中、「既成市街地現況調書J昭和42年6月
1ー4 -
参考資料
A 東京都23区内 10地区の諸指標
B 隅田Jlと荒）fl t'Cはさまれたデルタ地区内のプロック別の用途別床面積
構成
c 同地区の用途別容積率
D 2 3区内各プロックの容積率の高さの順位Kよる容積率
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表A-1 東京都23区内 10地区の規模にかんする基本指標
面積（ha) 有租地（ ha) 人口（人） 建築延面積（ha)
隅田J1・荒川Kよるデルタ地区 4, 4 4 8. 0 2,355.6 7 3 7, 3 0 5 1, 3 5 2. 6 
I 荒川区を中心とする工業地区 2, 1 6 8. 2 1. 1 9 2. 8 455,917 6 9 1. 2 
I 業務・商業地域を中心とナる都心地区 3, 1 7 4. 7 1. 2 5 7. 4 5 4 9, 0 3 9 2, 1 2 7. 1 
W 都心K隣接する住宅地区 3. 0 3 9. 1 l, 5 5 4. 0 5 7 7, 6 8 9 1, 1 0 4. 5 
む3 v 北・板橋区を中心とする工業地区 1. 3 2 6."3 7 8 2. 2 3 9 4, 4 9 4 4 9 7. 2 
0 
胃池袋を中心とする地区 6 3 0. 2 3 9 3. 4 150,818 2 7 3. 5 
珊新宿を中心とする地区 1, 4 7 8. 8 7 4 7. 2 3 1 1, 0 2 7 5 1 1. 2 
彊渋谷を中心とする地区 1, 3 1 6. 7 7 8 7. 2 218,778 4 9 3. 5 
IX 城南工業の一部を構成する工業地区 6 3 o.5 1 7 7. 0 3 4, 2 2 0 1 2 3.6 
X 環状6号線外の区部注 3 8, 9 4 7. 1 26,568.6 5, 4 7 4. 6 9 6 7, 4 5 3. 6 
E 区都合計 5 7,1 5 9. 6 3 5, 8 1 5ト 4 8, 8 8 9, 7 9 8 1 4, 6 2 8. 0 
注 I～E地区は環6内
表A-2 東京都 23区内10地区の各種密度指標
% 人／ha % % % % 
m• 
1人当り有租地率 へロ密度 同（net) 容積率 同（net) 木造率 非木造率 建築面積
5 3. 0 1 6 5. 7 3 1 2. 9 3 0. 4 5 7. 4 7 0. 1 2 9. 9 1 8. 3 
n 5 5. 0 2 1 0. 3 3 8 2. 2 3 1. 9 5 7. 9 8 2. 9 1 7. 1 1 5. 2 
I 3 9. 6 1 7 2. 9 4 3 6.6 6 7. 0 1 6 9. 2 4 1. 5 5 8. 5 3 8. 7 
IV 5 1. 5 1 9 o.1 3 7 1. 7 3 6. 3 7 1. 7 6 9. 9 3 0. 1 1 9. 1 
日
日 v 5 9. 9 2 7 9. 1 4 6 5. 3 4 1. 1 6 9. 0 9 1. 7 8. 3 1 2. 6 
百 6 2. 4 2 3 9. 3 3 8 2. 1 4 3. 4 6 9. 5 7 4. 0 2 6. 0 1 8目 1
Vl[ 5 0. 5 2 1 0. 3 4 1 6. 3 3 4. 6 6 8. 9 6 9. 7 3 o.3 1 6. 4 
珊 5 9. 8 1 6 6. 2 2 7 7. 9 3 7. 5 6 2. 7 6 1. 8 3 8. 2 2 2. 6 
IX 2 8. 1 5 4. 3 1 9 3. 3 1 9.6 6 9目 8 4 0. 7 5 9. 3 3 6. 1 
x 6 8. 2 1 4 o.6 2 0 6. 1 1 9.1 2 8. 1 8 4. 7 1 5. 3 1 3. 6 
I 6 2. 7 1 5 5. 5 2 4 8. 2 2 5.6 4 0. 8 7 4. 2 2 5. 4 1 6. 4 
表A-3 東京都23区内 10地区の用途別建築床面積（昭和42.1, l,OOOm') 
専用住宅 共同住宅 併用住宅 事務所 商業施設 工場 倉庫 その他
3, 6 4 0 8 6 0 3, 2 0 7 4 5 9 2 3 8 3, 0 3 6 l, 2 6 9 7 0 4 
lr 2. 4 8 0 5 4 6 1, 6 0 7 1 6 7 I 4 2 1, 3 3 7 4 6 4 3 5 1 
I 2. 5 7 3 4 3 5 4, 6 2 0 8, 0 3 5 2, 4 4 7 7 2 0 1, 5 0 0 l, 6 0 4 
N 4. 6 2 5 I, I 9 5 2,0 8 9 I, 2 8 8 5 7 2 6 9 3 3 5 5 6 9 0 
包ρ
ト3 v 2. 3 8 4 9 2 0 9 5 4 1 0 8 I 3 3 2 2 2 1 2 3 2 2 7 
VI 1, 0 4 9 3 9 3 4 8 4 I 2 0 3 3 7 1 2 8 1 0 8 1 8 7 
明 1, 8 4 2 8 5 2 9 4 9 4 I 9 6 4 4 1 6 4 1 9 0 3 7 1 
l, 7 8 0 6 9 9 7 5 8 4 9 8 3 4 6 5 3 9 1 9 2 2 8 4 
1X 1 3 0 3 2 1 4 0 I 5 9 8 1 3 6 3 8 1 7 3 8 
x 4 0, 8 6 4 9, 6 3 0 I 0, 6 3 9 1, 3 6 3 1, 2 4 3 9, 3 6 2 2, l I 3 2. 0 6 2 
XI 6 1. 3 6 8 I 5, 5 6 2 2ち， 44 6 1 2, 6 I 5 6, I 8 4 I 6, 5 6 6 7, 1 3 1 6, 5 1 9 
表A 4ー 東京都23区内 10地区の用途別建築床面積構成比（昭和42. 1. %） 
司陵
専用住宅 共同住宅 併用住宅 事務所 高業施設 工場 倉庫 その他
2 7. 2 6. 4 2 3. 9 3. 4 1. 8 2 2. 5 9. 5 5. 3 
I 3 5. 0 7. 7 2 2. 6 2. 4 2. 0 1 8. 8 6. 6 4. 9 
I 1 l. 7 2. 0 2 1. 2 3 6. 6 1 l. 1 3. 3 6. 8 7. 3 
IV 4 0. 1 1 0. 4 1 8. 2 1 l. 2 5. 0 6. 0 3. 1 6. 0 
"' 
v 4 7. 0 1 8. 2 1 8. 8 2. 1 2.6 4. 4 2.4 4. 5 
ω 
VI 3 7. 3 1 4. 0 1 7. 2 4. 3 1 2. 0 4. 5 3. 9 6. 8 
珊 3 3. 8 1 5. 7 1 7. 5 7. 7 1 l. 9 3. 0 3. 5 6. 9 
百 3 4. 9 l 3. 6 1 4. 9 9. 8 6. 8 1 0. 6 3. 8 5. 6 
ix: 7. 4 l. 8 8. 0 9. 0 4. 6 2 o.6 4 6. 4 2.2 
x 5 2. 7 l 2. 5 1 3. 8 1. 8 1. 6 1 2. 2 2. 7 2. 7 
XI 4 0. 5 1 o.3 1 6. 9 8.4 4. 1 1 0. 8 4. 7 4. 3 
表A-5 東京都23区内地区の用途別建築容積率（床面積／有租地面積）%
専用住宅 共同住宅 併用住宅 事務所 商業施設 工場 倉庫 その他
1 5.4 5 3. 6 5 1 3. 6 1 1. 9 5 1. 0 1 1 2. 8 9 5. 3 9 2.9 9 
I 2 o.7 9 4. 5 8 1 3. 4 7 1. 4 0 1. 1 9 1 1. 2 1 3. 8 9 2. 9 4 
I 2 o.4 6 3. 4 6 3 6. 7 4 6 3. 9 0 1 9. 4 6 5. 7 3 1 1. 9 3 1 2. 7 6 
IV 2 9. 7 6 7. 6 9 1 3. 4 4 8. 2 9 3. 6 8 4.4 6 2. 2 8 4. 4 4 
ω 
命・ v 3 o.4 8 1 1. 7 6 1 2. 2 0 1. 3 8 1. 7 0 2.8 4 1. 5 7 2. 9 0 
現 2 6. 6 6 9. 9 9 1 2. 3 0 3. 0 5 8. 5 7 3. 2 5 2. 7 5 4. 7 5 
四 2 4. 6 5 1 1. 4 0 1 2. 7 0 5. 6 1 8. 6 2 2. 1 9 2. 5 4 4. 9 7 
百 2 2. 6 1 8. 8 8 9. 6 3 6. 3 3 4. 4 0 6. 8 5 2.4 4 3. 6 1 
I 7. 3 4 1. 8 1 7. 9 1 8. 9 8 4. 5 8 2 o.5 1 4 6. 1 6 2. 1 5 
x 1 5. 3 8 3. 6 2 4. 0 0 o. 5 1 o. 4 7 3. 5 2 o. 8 0 o. 7 8 
]I 1 7. 1 3 4. 3 5 7. 1 0 3. 5 2 1. 7 3 4. 6 3 1. 9 9 1. 8 2 
／ 
図］－） 脇田Jlj・筑lf1こ惨さ£れたデルタ地区E宅内番号
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注1
表B-1 仮説的念軸K沿って地区男ljt(配列した用途別建築床面積構成比（%）
注2
軸地区番号専用住宅共同住宅併用住宅 事務所 商業施設 工場 倉庫 その他 住宅率
N1 1 01 3 5. 6 6. 8 2 5. 5 2. 6 0. 8 1 9. 9 5. 0 3. 8 6 0. 3 
103 3 3. 6 6. 1 2 9. 6 1. 6 o. 9 1 3. 8 6. 4 8. 0 6 o.4 
1 0 8 2 6. 1 3. 8 3 9.0 3. 5 1. 1 1 5. 1 8. 8 2. 6 5 7. 2 
1 12 2 1. 8 3. 8 4 0. 1 3. 9 1. 0 2 o.5 5. 4 3. 5 5 3. 7 
11 6 2 5. 7 3. 0 4 1.0 4. 2 1. 1 1 2. 0 8. 7 4. 3 5 7. 4 
1 21 2 7. 3 4. 2 3 5. 8 1. 6 1. 5 1 1.6 9. 6 8. 4 5 6. 6 
126 2 7. 1 4. 7 2 3. 3 4. 5 1. 3 9. 3 2 3. 2 6. 6 4 8. 1 
130 2 3. 7 4. 7 2 8. 1 4. 1 4. 1 7. 8 2 1. 1 6. 4 4 8. 1 
も.. 1 3 4 2 9. 3 7.4 1 6. 4 2. 6 1. 7 1 8. 7 2. 0 1. 9 4 8. 2 
‘a 1 3 8 3. 3 7.4 1. 9 1 o.6 o. 2 4 8. 2 1 9. 3 2 9. 1 1 2.0 
N2 1 0 2 3 6. 0 6. 2 2 8. 8 1. 2 o. 4 1 4. 9 4. 1 8. 4 6 2.4 
1 04 3 4. 5 5. 8 3 1.2 3. 7 1. 3 1 3. 3 4. 6 5. 6 6 1. 4 
1 0 9 2 4. 4 4.8 3 8. 2 3. 8 1. 3 1 4. 6 8. 6 4. 3 5 6. 0 
11 3 1 9. 7 5. 1 4 5. 3 2. 4 2. 8 1 4. 0 7. 5 3. 2 5 6. 6 
11 7 1 8. 7 6. 9 3 3. 8 5. 1 1 o.9 1 o.2 8. 9 5. 5 4 9. 3 
122 3 0. 2 9. 3 2 7. 3 2. 0 o. 7 1 5.7 1 2. 3 2. 5 5 8. 6 
1 2 7 2 6. 6 8. 1 2 5.5 1. 8 1. 5 1 5. 1 1 8. 3 3. 1 5 2. 6 
1 3 5 1 4. 0 7. 7 1 7. 9 4. 1 2. 0 4 1.2 9. 1 4. 0 3 4. 2 
137 1 2. 8 3. 5 1 1. 4 2. 1 2. 0 2 3. 1 4 2. 2 2. 9 2 4. 3 
注 1 図B-1辛子よび図B-2を参照。
注 2 併用住宅の床面積の 7割を住宅としている。
表B-2 仮説的念軸に沿って地区別に配列した用途別建築床面積構成比（%）
軸地区番号専用住宅 共同住宅 併用住宅 事務所 商業施設 工場 倉庫 その他 住宅率
N3 1 0 5 2 3. 5 4. 7 2 o.0 1. 7 0. 2 3 9. 5 6. 5 3. 9 4 2. 2 
106 3 6. 9 6. 0 2 9. 3 2. 4 o. 9 1 7. 5 3. 9 3. 1 6 3. 4 
11 0 2 7. 1 9. 1 3 o.7 3. 7 2. 2 1 7. 7 4. 7 4. 8 5 7. 7 
1 1 4 1 8. 9 4. 0 2 7. 2 4. 7 4. 6 2 6. 6 8. 5 5. 5 4 1. 9 
11 8 2 3. 1 5. 5 2 3. 0 7. 3 7. 3 1 9. 7 5. 8 8. 3 4 4. 7 
も必 1 2 3 3 0. 0 4. 7 1 5. 5 3. 0 1. 2 2 8. 8 1 1.9 4. 9 4 5. 6 
。阻
1 2 8 2 7. 8 5. 2 2 5. 6 2. 4 o. 8 2 3. 5 1 1. 5 3. 2 5 0. 9 
1 3 2 1 3. 1 6. 2 1 3. 0 5. 3 o. 4 4 3. 5 1 3. 8 4. 7 2 8. 4 
N4 11 5 2 7. 6 6. 6 1 8. 6 3. 5 3. 7 2 9. 1 7. 3 3. 6 4 7. 2 
1 1 9 2 2. 3 8. 6 1 4. 4 4. 5 1. 7 3 2. 6 1 1. 1 4. 8 4 1. 0 
124 4 0. 5 8. 5 1 6. 2 1. 8 1. 3 2 2. 0 7. 0 2. 7 5 0. 3 
(125) 3 2. 0 8. 7 1 5. 9 2. 1 o. 7 3 o.6 6. 5 3. 5 5 1. 8 
1 2 9 2 7. 4 9. 1 1 3. 1 2. 3 o. 6 3 7. 4 5. 8 4. 3 4 5. 7 
1 3 3 2 5. 2 9. 3 1 2. 9 3. 8 1. 0 3 5. 1 6. 9 5. 8 4 3. 6 
1 3 6 0. 8 3. 1 1. 5 6. 1 0. 3 7 2. 0 1 2. 7 3. 5 5. 0 
表B-3 仮説的tc軸K治って地区別に配列した用途別建築床面積構成比（%）
軸 地区R番号専用住宅共同住宅併用住宅 事務所 商業施設 工場 倉庫 その他 住宅率
W1 1 0 1 3 5. 6 6. 8 2 5. 5 2. 6 0. 8 1 9. 9 5. 0 3. 8 6 o. 3 
102 3 6. 0 6. 2 2 8. 8 1. 2 0. 4 1 4. 9 4. 1 8. 4 6 2. 4 
105 2 3. 5 4. 7 2 0. 0 1. 7 0. 2 3 9. 5 6. 5 3. 9 4 2. 2 
1 0 7 3 8. 7 8. 1 1 0. 3 2. 2 2. 6 2 7. 8 6. 1 4. 2 5 4. 0 
111 4 1. 2 1 0. 1 1 5. 0 2. 2 3. 2 1 9. 4 5. 4 3. 5 6 1. 8 
120 2 6. 2 7.0 1 0. 5 2. 7 司.3 3 3. 2 1 4. 8 4. 2 4 o. 6 
W2 103 3 3. 6 6. 1 2 9. 6 1. 6 0. 9 1 3. 8 6. 4 8. 0 6 0. 4 
104 3 4. 5 5. 8 3 1. 2 3. 7 1. 3 1 3. 3 4. 6 5. 6 6 1. 4 
1 0 6. 3 6. 9 6. 0 2 9. 3 2. 4 o. 9 1 7. 5 3. 9 3. 1 6 3.4 
"' W3 108 2 6. 1 3. 8 3 9. 0 3. 5 1. 1 1 5. 1 8. 8 2. 6 5 7. 2 電D
109 2 4. 4 4. 8 3 8. 2 3. 8 1. 3 I 4. 6 8. 6 4. 3 5 6. 0 
11 0 2 7. 1 9. 1 3 0. 7 3. 7 2. 2 I 7. 7. 4. 7 4. 8 5 7. 7 
W4 11 2 2 1. 8 3. 8 4 0. 1 3. 9 1. 0 2 o. 5 5. 4 3. 5 5 3. 7 
11 3 1 9. 7 5. 1 4 5. 3 2. 4 2. 8 I 4. 0 7. 5 3. 2 5 6. 6 
11 4 1 8. 9 4. 0 2 7. 2 4. 7 4. 6 2 6. 6 8. 5 5. 5 4 1. 9 
11 5 2 7. 6 6. 6 1 8. 6 3. 5 3. 7 2 9. 1 7. 3 3. 6 4 7. 2 
11 1 4 1. 2 1 o. 1 1 5. 0 2. 2 3. 2 1 9. 4 5. 4 3. 5 6 1. 8 
Ws 11 6 2 5. 7 3. 0 4 1. 0 4. 2 L 1 1 2. 0 8. 7 4. 3 5 7. 4 
11 7 1 8.7 6. 9 3 3. 8 5. I 1 a 9 1 0. 2 8. 9 5. 5 4 9. 3 
11 8 2 3. 1 5. 5 2 3. 0 7. 3 7. 3 1 9. 7 5. 8 8.3 4 4. 7 
11 9 2 2. 3 8. 6 1 4. ,4 4. 5 1. 7 3 2. 6 1 1. 1 4. 8 4 1. 0 
120 2 6. 2 7. 0 1 o. 5 2. 7 1. 3 3 3. 2 1 4. 8 4. 2 4 0. 6 
表B-4 仮説的念輸に沿って地区別に配列した用途別建築床面積構成比（%）
軸地区番号 専用住宅共同住宅併用住宅 事務所 商業施設 工場 倉庫 その他 住宅率
Ws 121 2 7. 3 4. 2 3 5. 8 1. 6 1. 5 1 1. 6 9. 6 8.4 5 6. 6 
1 2 2 3 0. 2 9. 3 2 7. 3 2. 0 0. 7 1 5. 7 1 2. 3 2. 5 5 8. 6 
1 2 3 3 0. 0 4. 7 1 5. 5 3. 0 1. 2 2 8.8 1 1. 9 4. 9 4 5. 6 
1 2 4 4 0. 5 8. 5 1 6. 2 1. 8 1. 3 2 2. 0 7. 0 2. 7 5 0. 3 
1 2 5 3 2. 0 8. 7 1 5. 9 2. 1 o. 7 3 o. 6 6. 5 3. 5 5 1. 8 
W7 126 2 7. 1 4. 7 2 3. 3 4. 5 1. 3 9. 3 2 3. 2 6. 6 4 8. 1 
12 7 2 6. 6 8.1 2 5. 5 1. 8 1. 5 1 5. 1 1 8. 3 3. 1 5 2. 6 
品 1 2 8 2 7. 8 5. 2 2 5. 6 2.4 0. 8 2 3. 5 1 1. 5 3. 2 5 o. 9 。
1 2 9 2 7. 4 9. 1 1 3. 1 2. 3 o. 6 3 7. 4 5. 8 4. 3 4 5. 7 
W5 13 0 2 3. 7 4. 7 2 8. 1 4. 1 4. 1 7. 8 2 1. 1 6. 4 4 8. 1 
131 2 7. 2 8.4 2 8. 6 3. 9 1. 2 1 6. 3 1 3. 4 1. 0 5 5：句 6
1 3 2 1 3. 1 6. 2 1 3. 0 5. 3 o. 4 4 3. 5 1 3. 8 4. 7 2 8. 4 
1 3 3 2 5. 2 9. 3 1 2. 9 3. 8 1. 0 3 5. 1 6.9 5. 8 4 3. 6 
W9 134 2 9. 3 7. 4 1 6. 4 2. 6 1. 7 1 8. 7 2. 0 2 1.9 4 8. 2 
1 3 5 .1 4. 0 7. 7 1 7. 9 4. 1 2.0 4 1. 2 9. 1 4. 0 3 4. 2 
1 3 6 o. 8 3. 1 1. 5 6. 1 o. 3 7 2. 0 1 2. 7 3. 5 5. 0 
列。 1 3 8 3. 3 7. 4 1. 9 1 o. 6 o. 2 4 8. 2 1 9. 3 9. 1 1 2. 0 
1 3 7 1 2. 8 3. 5 1 1. 4 2. 1 2. 0 2 3. 1 4 2. 2 2. 9 2 4. 3 
1 3 6 0. 8 3. 1 1. 5 6. 1 0. 3 7 2. 0 1 2. 7 3. 5 5. 0 
表c-1 仮説的な軸に沿って地区別に配列した用途別建築容積率（床面積／有租地＇%）
軸地区番号 全建築 専用住宅共（木同造住宅）共（非同木住造宅5併用住宅 事務所 商店工場 倉庫 その他
Ni 101 6 8.3 2 2 4.3 5 4.4 0 0.2 9 1 7.4 5 1. 7 6 0. 5 2 1 3.61 3.44 2.5 0 
1 0 3 7 9.2 3 2 6.5 9 4.0 9 0.6 8 2 3.5 0 1.2 3 0. 7 5 10.92 5.0 7 6.4 2 
108 1 0 0.9 6 2 6.3 8 2.9 8 0.8 2 3 9.3 9 3.53 1.1 1 15.23 9.8 5 2.6 6 
11 2 101.3 7 2 2.1 0 2.7 3 1.0 9 4 0.6 3 3.9 2 1.0 3 20. 7 8 5.4 7 3.6 2 
11 6 1 0 2.5 1 2 6.3 6 2.4 9 0.6 5 4 2.0 7 4.3 2 1.1 5 1 2.2 5 8.8 9 4.3 3 
121 8 6.94 2 3.7 4 3.3 7 0.2 6 31.1 5 1.3 8 1.3 3 1 0.1 1 8.3 5 7.2 3 
126 7 7.9 5 21.1 5 2.1 0 1.5 3 1 8.1 7 3.5 4 0.9 9 7.2 7 1 8.1 0 5.1 0 
お‘ 13 0 4 1.4 1 9.8 2 1.2 9 0.6 5 11. 6 3 1. 7 2 1. 71 3.2 5 8. 7 5 2.6 1 
ー 13 4 5 8.0 0 1 7.0 0 2.0 9 2.2 1 9.5 3 1.4 9 1.0 0 10.83 1.1 4 1 2.7 1 
1 3 8 2 8.6 5 0.9 6 0.5 7 1.5 4 0.5 5 3.0 5 0.0 6 1 3.8 0 5.5 3 2.6 0 
。
N2 102 6 1.9 5 2 2.31 3.6 3 0.2 0 1 7.8 7 0.7 5 0.2 2 9.2 4 2.5 3 5.2 0 
104 7 2.4 3 2 5.0 0 3.8 3 0.3 3 22.63 2.6 8 0.9 1 9.6 5 3.31 4.0 8 
1 0 9 9 1.0 4 2 2.1 7 3.7 6 0.6 5 3 4.7 5 3.4 5 1.2 0 1 3.31 7.81 3.9 5 
11 3 9 6.5 0 19.06 4.2 4 0.6 7 43.7 0 2.2 7 2.7 0 1 3.5 4 7.2 1 3.1 0 
11 7 9 6.0 6 1 7.9 6 3.3 1 3.2 8 3 2.4 7 4.9 2 1 0.4 5 9.7 8 8.5 3 5.3 8 
122 63目85 19.29 4.11 1.84 1 7.4 2 1.2 8 0.4 3 10.0 5 7.8 3 1.5 9 
127 5 8.2 7 1 5.5 3 1.4 7 3.2 5 14.8 7 1.0 3 0.8 9 8.7 8 10.67 1. 7 8 
1 3 5 4 4.5 4 6.2 3 2.4 1 1.0 3 7.9 5 1.8 2 0.8 8 1 8.3 6 4.0 6 1.8 0 
137 54.88 7.0 4 1.6 4 0.2 8 6.2 5 1.1 7 1.1 0 1 2.6 8 2 3.1 5 1.5 6 
表0-2 仮説的tc輸に沿って地区別K配列した用途別建築容積率（床面積／有租地 %） 
軸 地区番号 金建築 専用住宅 共（同木住造宅7共（非同木住造宅併用住宅 事務所 商店 工場 倉庫 その他
N3 1 0 5 5 2.61 1 2.3 5 2.3 2 0.1 4 10.52 0.9 0 0.1 0 20.8 0 3.4 3 2.04 
1 0 6 6 9.4 6 2 5.63 3.9 9 0.2 0 2 0.3 3 1.6 6 0.60 12.21 2.7 1 2.13 
11 0 1 3 3.3 9 3 6.11 9.64 2.5 6 4 0.9 5 4.8 9 2.9 7 2 3.6 7 6.2 3 6.3 7 
1 1 4 60.4 6 11. 4 3 2.0 6 0.3 9 16.4 5 2.87 2.7 8 1 6.0 7 5.1 1 3.31 
11 8 7 2.6 9 1 6.7 9 2.2 2 1. 7 6 16.7 3 5.3 3 5.3 3 1 4.3 4 4.2 4 5.9 5 
品 123 5 1.5 0 15.4 9 2.4 0 。 7.9 7 1. 5 6 0.6 3 1 4.8 3 6.1 5 2.4 7 令。
12 8 5-5.4 5 1 5.3 9 2.59 0.2 8 1 4.21 1.3 3 0.4 5 13.02 6.3 8 1.80 
132 28.7 2 3.7 6 1.0 0 0.7 7 3.7 4 1.5 1 0.1 3 1 2.51 3.9 7 1.3 4 
N4 11 5 61.8 5 17.07 3.3 6 0. 7 5 1 1.4 8 2.2 0 2.2 8 1 8.00 4.5 0 2.2 1 
1 1 9 60.64 1 3.5 4 1.79 3.3 9 8.7 5 2. 7 1 1.0 2 19. 7 7 €.7 3 2.9 4 
124 44.6 9 18.06 3.63 0.1 9 7.2 5 0.81 0.6 0 9.82 3.1 3 1.1 9 
(125) 4 4.42 14.20 3.4 9 0.3 6 7.0 5 0.9 5 0.3 2 13.5 8 2.9 0 1. 5 6 
129 4 7.7 8 1 3.1 0 2.4 4 1.9 3 6.2 8 1.1 1 0.2 9 1 7.88 2.7 9 1.9 5 
1 3 3 3 3.9 3 8.5 5 1.7 8 1.3 9 4.3 8 1. 2 9 0.3 5 11.8 9 2.3 3 1.9 6 
136 1 1.6 5 0.1 0 0.1 7 0.2 0 6.2 5 1.1 7 1.1 0 12.68 23.15 1.56 
表0-3 仮説的な軸K沿って地区別K配列した用途別建築容積率（床面積／有租地%）
軸地区番号 金建築 専用住宅 共（木同住造宅〉共（非同木住造宅）併用住宅事務所 商店 工場 倉庫 その他
W1 1 0 1 6 8.3 2 2 4.3 5 4.4 0 0.2 9 1 7.4 5 1. 7 6 0.5 2 13.61 3.4 4 2.5 0 
1 0 2 6 1.9 5 2 2.3 1 3.6 3 0.2 0 1 7.8 7 0.7 5 0.2 2 9.2 4 2.5 3 5.2 0 
1 0 5 5 2.6 1 1 2.3 5 2.3 2 0.1 4 10.5 2 0.9 0 0.1 0 20.8 0 3.4 3 2.0 4 
1 0 7 5 3.0 0 2 5.5 4 4.14 0.1 8 5.5 1 1.1 8 1. 3 9 1 4.7 Ii 3.21 2.1 0 
1 1 1 54.9 6 19.0 6 4.2 3 0. 6 7 4 3.7 0 2.2 7 2.7 0 13.54 7.2 1 3.1 0 
120 4 4.3 3 11.6 1 1. 7 7 1.3 5 4.6 7 1.2 1 0.5 8 1 4.7 3 6.5 5 1.8 6 
W2 1 0 3 7 9.2 3 2 6.5 9 4.09 0.6 8 2 3.5 0 1.2 3 0. 7 5 10.9 2 5.0 7 6.4 2 
1 0 4 7 2.4 3 2 5.0 0 3.83 0.3 3 2 2.6 3 2.6 8 0.91 9.6 5 3.3 1 4.0 8 
1 0 6 6 9.4 6 25. 6 3 3.9 9 0.2 0 2 0.3 3 1.6 6 0.6 0 12.2 1 2. 71 2.1 3 
‘ . 巴，
W3 1 0 8 1 0 0.9 6 26.3 8 2.9 8 0.8 2 3 9.3 9 3.5 3 1.1 1 15.23 8.8 5 2.6 6 
1 0 9 91.0 4 2 2.1 7 3. 7 6 0.6 5 3 4.7 5 3.4 5 1.2 0 13.31 7.8 1 3.9 5 
1 1 0 1 3 3.3 9 3 6.11 9.6 4 2.5 6 40.9 5 4.8 9 2.9 7 2 3.6 7 6.2 3 6.3 7 
W4 11 2 10 1.3 7 2 2.1 0 2.7 3 1.0 9 4 0.6 3 3.9 2 1.0 3 2 0.7 8 5.4 7 3.62 
1 1 3 9 6.5 0 19. 0 6 4.2 4 0. 6 7 4 3.7 0 2.2 7 2.7 0 13. 5 4 7.21 3.1 0 
1 14 6 0.4 6 1 1.4 3 2.0 6 0.3 9 1 6.4 5 2.8 7 2. 7 8 1 6.0 7 5.11 3.3 1 
1 1 5 6 1.8 5 1 7.0 7 3.3 6 0.7 5 1 1.4 8 2.2 0 2.2 8 18.0 0 4.5 0 2.2 1 
1 11 54.9 6 19.0 6 4.23 0.6 7 4 3.7 0 2.2 7 2.7 0 13.5 4 7.2 1 3.1 0 
Ws 11 6 1 0 2.5 1 26.3 6 2.4 9 0.6 5 4 2.0 7 4.3 2 1.1 5 1 2.2 5 8.8 9 4.3 3 
11 7 9 6.0 6 1 7.9 6 3.3 1 3.2 8 3 2.4 7 4.9 2 1 0.4 5 9.7 8 8.5 3 5.3 8 
11 8 7 2.6 9 16. 7 9 2.2 2 1. 7 6 16. 7 3 5.3 3 5.3 3 14.3 4 4.2 4 5. 9 5 
1 1 9 60.64 13.54 1. 7 9 3.3 9 8.7 5 2.7 1 1. 0 2 1 9.7 7 6. 7 3 2.94 
1 2 0 4 4.3 3 11. 6 1 1.7 7 1.3 5 4.6 6 1.21 0.5 8 14. 7 3 6.5 5 1.8 6 
表C-4 仮説的念軸K沿って地区別に配列した用途別建築容積率（床面積／有租地%）
軸地区番号 金建築 専牒宅共（木同造住宅）共（株同住主宅号併用住宅 事努所 商店 工場 倉庫 その他
w6 121 86.9 4 2 3.7 4 3.3 7 0.2 6 31.1 5 1.3 8 1.3 3 1 0.1 1 8.3 5 7.2 3 
12 2 6 3.8 4 1 9.2 9 4.11 1.8 4 1 7.4 2 1.2 8 0.4 3 1 0.0 5 7.8 3 1.5 9 
12 3 5 1.5 0 15.4 9 2.4 0 。 7.9 7 1.5 6 0.6 3 14.83 6.1 5 2.4 7 
124 4 4.6 9 1 8.0 6 3.6 3. 0.1 9 7.2 5 0.8 1 0.6 0 9.8 2 3.13 1.1 9 
12 5 4 4.4 2 14.2 0 3.4 9 0.3 6 7.03 0.9 5 0.3 2 13.58 2.9 0 1. 5 6 
W1 1 2 6 7 7.9 5 2 1.1 5 2.1 0 1. 5 3 1 8.1 7 3.5 4 0.9 9 7.2 7 1 8.1 0 5.1 0 
127 5ー8.2 7 1 5.5 3 1.4 7 3.2 5 14.8 7 1. 0 3 0.8 9 I 8.7 8 1 0目67 1. 7 8 
128 5 5.4 5 15.39 2.6 0 0.2 8 14.2 1 1.3 3 0.4 5 13.02 6.3 8 1.8 0 
ゅ．
品 1 2 9 4 7.7 8 1 3.1 0 2.4 4 1. 9 3 6.2 8 1.1 1 0.219 1 7.8 8 2.7 9 1.9 5 
Wa 130 4 1.4 1 9.8 2 1.2 9 0.6 5 1 1.6 3 1. 7 2 1. 71 3.2 5 8.7 5 2.6 1 
131 4 9.0 1 1 3.3 2 2.1 1 2.01 14.03 1.9 2 0.5 9 8.0 0 6.5 5 0.4 9 
132 2 8.7 2 3.7 6 1.0 0 o. 77 3.7 4 1.5 1 0.1 3 12. 51 3.9 7 1.3 4 
133 3 3.9 3 8.5 5 1. 7 8 1.3 9 4.3 8 1.2 9 0.3 5 1 1.8 9 2.3 3 1. 9 6 
Wg 134 5 8.0 0 1 7.0 0 2.0 9 2.21 9.5 3 1.4 9 1.0 0 1 0.8 3 1.14 12.71 
135 4 4.5 4 6.23 2.4 1 1.0 3 7.9 5 1.8 2 0.8 7 1 8.3 6 4.0 6 1.8 1 
1 3 6 11.6 5 0.0 9 0.1 7 0.2 0 0.1 8 o. 71 0.0 3 8.3 8 1.4 8 0.4 1 
列。 13 8 2 8.65 0.9 6 0.5 7 1. 5 4 0.5 5 3.0 5 0.0 6 13.8 0 5. 53 2.60 
1 3 7 54.88 7.0 4 1. 6 4 0.2 8 6.2 5 1.1 7 1.1 0 12.68 2 3.1 5 1.5 6 
136 11.6 5 0.0 9 0.1 7 0.2 0 0.1 8 0.7 1 0.03 8.3 8 1.4 8 0.4 1 
昭和 43.ll.1. %（建築床面積／有租地面積）東京都23区内各地区の連築容積率表D-1
環 6外大地区環状6号糠内小地区
最低地区
!i 4. 0 
3 6. 4 
3 5. 3 
1 4. 8 
4 9. 6 
2 6. 9 
3 4. 5 
4 7. 7 
6. 1 
1 2. 5 
4. 0 
最高地区
6 3. 4 
4 8. 1 
5 3. 9 
4 6. 2 
5 2. 3 
3 3. 4 
4 6. 4 
4 9. 1 
4 1. 1 
1 8. 7 
3 0. 3 
4 o.0 
3 0. 3 
下位2地区
6 8. 8 
8 4. 6 
3 9. 0 
4 2. 2 
5 2. 0 
8 1. 4 
5 2.6 
1 1. 7 
4 6. 5 
4 7. 9 
5 0. 0 
5 0. 9 
4 8. 9 
5 0. 2 
5 9. 4 
3 1. 7 
4 4. 3 
1 0 3. 5 
1 3 2. 8 
4 6. 1 
4 9. 3 
5 3. 8 
8 6. 9 
6 0. 5 
2 7. 5 
5 5. 9 
4 8. 1 
5 2. 5 
5 0. 1 
5 0. 9 
3 7. 5 
中位2地区
1 9 7. 5 
2 1 7. 7 
6 9. 2 
6 6. 7 
6 6. 1 
1 0 2. 0 
7 9. 2 
5 1. 5 
6 1. 5 
7 2. 1 
6 3. 2 
7 1. 6 
5 0.。
2 1 0. 8 
2 3 1. 5 
7 0. 7 
6 9. 5 
7 5. 2 
1 1 7. 2 
9 1. 0 
5 4.9 
7 2. 4 
7 2. 9 
6 3. 7 
7 1. 8 
5 3. 6 
上位2地区
5 8 5. 6 
4 4 1. 9 
1 4 9. 2 
1 3 8. 2 
1 1 1. 9 
2 2 3. 0 
1 0 2. 5 
8 6. 9 
7 8. 8 
9 7. 2 
1 1 9. 8 
6 8. 5 
8 5. 5 
6 9. 2 
5 3. 0 
6 5 7. 5 
4 4 5. 3 
2 2 7. 0 
2 4 8. 8 
1 2 2. 0 
2 4 3. 8 
1 3 3. 4 
1 1 3. 3 
8 3目 8
5 4. 2 
1 2 7. 0 
5 6. 9 
1 4 4. 1 
6 8. 7 
9 2. 3 
6 3. 6 
6 9. 8 
5 5. 0 
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東京都23区内各地区の建築容積率の大きさKよるパーセント順位
（有租地面積による百分比）
表D-2
環 6外大地区環状6号線内の小地区
最低地区
3 5. 0 7 
4 5. 3 7 
4 7. 4 6 
7 7. 8 0 
2 9. 2 4 
6 9. 0 5 
4 8. 8 1 
9 6. 4 3 
9 3. 0 4 
8 2. 9 1 
9 8. 3 7 
最高地区
1 4.4 9 
3 3. 3 8 
2 3. 2 9 
3 7. 1 8 
2 6. 6 3 
5 1. 6 3 
3 5. 2 2 
3 1. 2 6 
4 2. 5 1 
7 5. 9 2 
5 5. 9 8 
4 3. 6 6 
5 5. 0 2 
下位2地区
1 1. 0 6 
5. 6 0 
4 5. 0 0 
4 2. 2 0 
2 8. 0 1 
6. 5 7 
2 6. 2 9 
8 8. 6 3 
2 0. 3 9 
3 4. 8 6 
2 9. 0 9 
2 8. 1 8 
3 3. 1 5 
2 8. 6 7 
1 9. 3 7 
6 2. 0 4 
4 o.8 4 
3. 2 5 
2. 2 8 
3 8. 9 0 
3 1. 1 1 
2 5. 6 7 
5. 3 0 
1 7. 3 1 
6 4. 7 6 
1 7. 1 4 
3 4. 7 1 
2 6. 5 4 
2 8. 8 2 
2 8. 4 0 
5 5. 9 8 
中位2地区
1. 1 2 
o. 9 9 
1・1.0 0 
1 2. 2 3 
1 2. 3 2 
3. 4 9 
6. 9 4 
2 8. 0 6 
1 6. 3 2 
8目 41 
1 5. 4 5 
9. 7 5 
2 8. 9 1 
1. 0 8 
o. 6 4 
1 o.0 0 
1 0. 3 3 
7. 8 0 
2. 6 6 
4. 8 8 
2 o.8 9 
8. 9 8 
9. 2 0 
1 4. 1 4 
9. 6 4 
2 5. 8 7 
上位2地区
0. 0 7 
0. 1 9 
1. 4 9 
l. 9 7 
2. 9 6 
o. 8 2 
3.3 1 
5. 2 1 
7. 0 7 
4. 1 6 
2. 6 2 
1 1. 3 3 
5. 4 0 
1 0. 8 3 
2 6. 1 3 
o. 0 0 
0. 1 5 
o. 7 5 
o. 4 2 
2. 4 8 
0. 5 1 
2. 2 2 
2. 7 8 
5. 8 4 
2 1. 4 3 
2. 3 7 
2 o.0 1 
1. 8 7 
1 l. 2 3 
4. 7 3 
1 4. 4 0 
1 0.1 7 
2 0. 6 5 
?????????????????????????? ??? ?????。??????
? ?
????
??
???????
， 。 。
??
????
??
??
??
??
????????
??
??
。 ，
?
?
???
品
由
昭和46年3月1日印刷
昭和46年3月8日発行
規格表第 2類
登録第165号
都市研究報告第 16号
編集・発行 東京都立大学都市研究委員会
代表者中野尊正
東京都目黒区八雲 1～ 1～ 1
